
4 款 2 項 1 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 13,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

生ごみ処理容器申請件数 件 3 15 2 6
電気式生ごみ処理機申請件数 件 9 15 1 3
活動団体の回収量 ㎏ 527010 700000 266180 483920
活動団体延べ数 団体 64 64 66 66

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 6,360 5,597 2,111 3,523

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 4,067 2,386 1,193 2,386
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.50 0.30 0.15 0.30
人件費単価 8,135 7,954 7,954

2,386
合計 0 5,597 2,111 3,523

事業費
直接事業費 2,293 3,211 918 1,137
人件費 4,067 2,386 1,193

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

ごみの資源化及び減量化の推進、意識の高揚を図る。

事業の内容

資源ごみ回収を自主的に行うボランティア団体等にに3円/㎏、処分業者に1円/㎏の手数料を交付。生ごみ処
理機の購入価格の2分の1以内の額を交付（電気式生ごみ処理機については上限2万円、1世帯につき5年で1
基、生ごみ処理容器については、上限3千円1世帯につき3年で2基）。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

広報やホームページを通じて、ごみの資源化・減量化を訴えていく。

事業の対象 資源ごみの集団回収団体・処分業者に対する手数料、生ごみ処理機等購入者に対する補助

根拠法令等
伊予市資源ごみ回収活動事業事務取扱要綱、伊予市生ごみ処理機等購入費補助金交付要綱

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 環境保全課 電話番号（内線）： 535
記入者情報 所属長： 出来 和人 担当責任者： 桂城 健恭

事務事業名 ごみ減量推進事業
予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
生活環境の整備

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
電気式生ごみ処理機や生ごみ処理容器の購入件数が少ないことから、補助制度を更に市民に広く周知
し、購入件数の増に繋がるよう鋭意努力する。

課題認識

資源ごみの集団回収団体数は、ほとんど増減のない状態です。資源ごみの回収活動は、地域団体活動
を促進するうえでは、重要な事業となっている。また、市民に対し生ごみの減量に寄与する電気式生ごみ
処理機や生ごみ処理容器の購入に補助することにより、ごみの減量化が図られている。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

　団体回収量としては、減少傾向であるが、地域団体活動を促進するうえでは、重要な事業となっている。
今後は、各団体の資源ごみ回収実体を把握したうえで、業者を含めた手数料の見直しを検討し、適正に
事業を遂行していく。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 800000 700000 700000 0
実　　績 527010 483920 0 0

成果指標

成果指標
活動団体の回収量

指標設定の
考え方

回収量が多ければ、資源リサイクル化率に反映される。

区分年度 25年度 26年度 27年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


